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1． 概　　　　況

総　括　事　項

議会議決事項

（平成28年３月29日）

1.　平成28年度大阪市水道事業会計予算

平成28年９月16日

1.　平成27年度大阪市水道事業会計予算繰越報告について

2.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

平成28年10月４日

1.　損害賠償額の決定について（水道局関係）

平成28年10月19日

1.　平成27年度大阪市水道事業会計決算報告について

2.　平成27年度大阪市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

平成29年３月28日

1.　平成29年度大阪市水道事業会計予算

2.　大阪市職員定数条例の一部を改正する条例

3.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例

さまからの信頼性を確保した水道事業を目指してまいる所存であります。

き実施しました。

なお、今後とも引き続き事業の効率的運営に努めるとともに、お客さま満足度を高め、事業の継続性とお客

平成28年度大阪市水道事業報告書

また、建設改良事業におきましては、浄水施設整備事業及び配水管の耐震化などの配水管整備事業を引き続

変動額 億 万 円を合わせますと、当年度末の未処分利益剰余金は、 億 万 円となっておりま

本年度の経営収支は、給水収益の減少などがありましたものの、職員数の削減等に伴う人件費の減少や委託

料の減少などにより、経常損益では 億 万 円の剰余となっております。これに土地売却等に伴う特

別損益を合わせた当年度損益は、 億 万 円の剰余となり、積立金の取崩に伴うその他未処分利益剰余金

す。
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2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

円

庭窪浄水場１系施設耐震改良工事等

楠葉取水場原水採水ポンプ設備設置工事等

豊野浄水場３～５号浄水池耐震改良工事等

庭窪浄水場取送水ポンプ場耐震整備工事等

巽配水場配水ポンプ回転速度制御設備改良
工事等

水質試験所空調設備取替工事等

口径1,200mm～25mm

口径200mm～13mm　

（仮称）南部合同庁舎建設工事等

水道局工事等積算システム開発業務委託等

（仮称）南部合同庁舎太陽光発電設備設置
工事等

　

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

計

機 械 器 具 そ の 他 一 式

一 式そ の 他 施 設 整 備

3． そ の 他 設 備

一 式配 水 場 設 備

水 道 情 報 シ ス テム 開発 一 式

量 水 器 取 付 35,048個

庁 舎 整 備 一 式

機 械 器 具 そ の 他 一 式

一 式

備 考

浄 送 水 設 備

取 水 設 備

浄 水 設 備 一 式

機 械 器 具

そ の 他 設 備

取 水 ･ 送 水 共 通 設 備

送 水 設 備

一 式

配 水 設 備

一 式

一 式

配 水 管 布 設 及 び布 設替

種 別 数 量 決 算 額

一 式

2．

1．

行政官庁認可事項

  (4)職員に関する事項職員に関する事項

関する規程の一部を改正し、平成28年４月１日から職員の給与を改定し、平成28年12月１日から勤勉手当の支給

〃

〃
土地の占用及び工作物の新築・除却（仮設備）に関する河
川法第24条及び第26条第１項の許可申請

許可

〃
工作物の除却（上水道）に関する河川法第26条第１項の許
可申請

〃

関する規程、大阪市水道局企業職員の初任給及び昇給等の基準に関する規程、大阪市水道局企業職員の管理職

手当に関する規程の一部を改正し、平成28年４月１日から職員の給与を改定しました。

近 畿 地 方
整 備 局 長

共同溝占用工事仮使用〈御堂筋共同溝〉の許可申請 許可

平成年月日

〃 〃
土地の占用及び工作物の改築（上水道）に関する河川法第
24条及び第26条第１項の許可申請

〃 〃

〃
淀川水系淀川等における水利使用（変更）に関する河川法
第24条及び第26条第１項の許可申請

〃

〃

割合を改めました。

平成 年 月 日に大阪市水道局企業職員給与規程、大阪市水道局企業職員の期末手当及び勤勉手当に

．平成 年６月 日に大阪市水道局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正し、平成 年

６月１日から支給率における育児休業期間の取り扱いを改めました。

．平成 年３月 日に大阪市水道局における職務の級の標準的な職務の内容に関する規程の一部を改正し、

平成28年４月１日から職務の級の分類の基準となるべき職務の内容を定めました。

．平成 年３月 日に企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正し、平成 年４月１日から配偶

（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数で外数です。

 1．平成29年３月末日における職員在籍人員は1,428名（45名）で、すべて損益勘定所属人員であります。

．平成 年３月 日に大阪市水道局企業職員給与規程、大阪市水道局企業職員の期末手当及び勤勉手当に

者同行休業に伴う任期付職員の給与に関し必要な事項を定め、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当の支給

範囲を改めました。

申請年月日 あ て 名 件　　　　　　　　　　　　　名
免許、認可又 指令の
は許可年月日 要　領

〃
淀川水系淀川等における水利使用（変更）に関する河川法
第26条第１項の許可申請

〃 〃 土地の占用（上水道）の用途廃止届 〃 受理

〃 共同溝占用工事仮使用〈御堂筋共同溝〉の許可申請 〃

〃 〃
土地の占用及び工作物の新築・除却（仮設備）に関する河
川法第24条及び第26条第１項の許可申請

〃 〃

〃
土地の占用及び工作物の除却（上水道）に関する河川法第
24条及び第26条第１項の許可申請

〃
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2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

円

庭窪浄水場１系施設耐震改良工事等

楠葉取水場原水採水ポンプ設備設置工事等

豊野浄水場３～５号浄水池耐震改良工事等

庭窪浄水場取送水ポンプ場耐震整備工事等

巽配水場配水ポンプ回転速度制御設備改良
工事等

水質試験所空調設備取替工事等

口径1,200mm～25mm

口径200mm～13mm　

（仮称）南部合同庁舎建設工事等

水道局工事等積算システム開発業務委託等

（仮称）南部合同庁舎太陽光発電設備設置
工事等

　

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

計

機 械 器 具 そ の 他 一 式

一 式そ の 他 施 設 整 備

3． そ の 他 設 備

一 式配 水 場 設 備

水 道 情 報 シ ス テム 開発 一 式

量 水 器 取 付 35,048個

庁 舎 整 備 一 式

機 械 器 具 そ の 他 一 式

一 式

備 考

浄 送 水 設 備

取 水 設 備

浄 水 設 備 一 式

機 械 器 具

そ の 他 設 備

取 水 ･ 送 水 共 通 設 備

送 水 設 備

一 式

配 水 設 備

一 式

一 式

配 水 管 布 設 及 び布 設替

種 別 数 量 決 算 額

一 式

2．

1．
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3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

㎥ ㎥ ％
△ △

△ △

世帯 世帯
年度末現在

(2)　事業収入に関する事項

％ 円
△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円
△

△

△

△

△

差 引 増 △ 減

計

計

経 費

人 件 費

円 円 ％

増 △ 減 比 率

差 引

区 分 本 年 度 前 年 度

固 定 資 産 売 却 益

雑 収 益

引 当 金 戻 入

国 庫 補 助 金

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

円 円 ％

そ の 他 営 業 収 益

給 水 世 帯 数

給 水 収 益

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

備 考

世帯

１ 日 平 均

㎥
給 水 量

区 分 本 年 度 前 年 度

受 託 工 事 収 益

(2)　主な保存工事

円
市内一円

　 〃

口径300mm～13mm

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

決 算 額

豊野浄水場高度浄水処理施設

整 備 修 繕
豊 野 浄 水 場 オ ゾ ン 設 備

整 備 修 繕

整 備 修 繕

粒 状 活 性 炭 更 新
庭窪浄水場高度浄水処理施設

整 備 修 繕
柴島浄水場排水処理設備

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

柴 島 浄 水 場 オ ゾ ン 設 備

167ヵ所

268ヵ所

50,588個

一 式

一 式

一 式

一 式

 1．

 5．

 4．

柴 島 浄 水 場 外 水 質 計 器

粒 状 活 性 炭 更 新
柴島浄水場高度浄水処理施設

種 別

集 水 装 置 補 修 工 事
柴 島 浄 水 場 ろ 過 池 下 部

整 備 修 繕
庭窪浄水場排水処理設備

粒 状 活 性 炭 更 新

 7．

 6．

13．

11．

10．

 9．

 8．

 3．

 2．

配 水 管 漏 水 加 修 工 事

仕 切 弁 加 修 工 事

量 水 器 取 替

12．
庭 窪 浄 水 場 オ ゾ ン 設 備

一 式
整 備 修 繕

備 考数 量
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3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

㎥ ㎥ ％
△ △

△ △

世帯 世帯
年度末現在

(2)　事業収入に関する事項

％ 円
△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円
△

△

△

△

△

差 引 増 △ 減

計

計

経 費

人 件 費

円 円 ％

増 △ 減 比 率

差 引

区 分 本 年 度 前 年 度

固 定 資 産 売 却 益

雑 収 益

引 当 金 戻 入

国 庫 補 助 金

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

円 円 ％

そ の 他 営 業 収 益

給 水 世 帯 数

給 水 収 益

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

備 考

世帯

１ 日 平 均

㎥
給 水 量

区 分 本 年 度 前 年 度

受 託 工 事 収 益
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1． 円

円

2．

円

3．

4．

△

5．

6．

固定資産売却益

特 別 利 益

その他特別損失

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

過年度損益修正損

当 年 度 純 利 益

平成28年度大阪市水道事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

国 庫 補 助 金

雑 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

資 産 減 耗 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 費 用

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

営 業 利 益

その他営業収益

浄 水 送 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

経 常 利 益

雑 支 出

貸 倒 損 失

繰 延 勘 定 償 却

一般会計分担金

4． 会　　　　計

(1)　重要契約の要旨

円

(注)　契約金額には、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

2． 一時借入金

 な　　し

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

資本的収入 13,571,000円については、建設改良費のうち課税仕入れ（特定収入）に充当しました。

2,600,000,000円)（一時借入金限度額

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

当年度末残高当年度発行額

証 券 発 行 債

財 務 省 借 入 金

前年度末残高種 類

契　　約　　内　　容 契　約　金　額契約年月日

当年度償還額

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

豊野浄水場浄水施設耐震改良工事

平成年月日

巽第１送水管1500mm（生野）送水管改良
工事（1350mm送水管布設）

Ｊ Ｆ Ｅ ・ 久 本 特 定 建 設
工 事 共 同 企 業 体

庭窪浄水場施設運転用自家発電設備設置工事 株 式 会 社 明 電 舎
関 西 支 社

柴島浄水場下系オゾン設備機能増強工事〃

楠葉取水場電気・機械設備他整備改良事業 株 式 会 社 日 立 製 作 所
関 西 支 社

契　約　の　相　手　方

メタウォーター株式会社
西 日 本 営 業 部

フ ジ タ ・ 森 ・ 中 林 特 定
建 設 工 事 共 同 企 業 体
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1． 円

円

2．

円

3．

4．

△

5．

6．

固定資産売却益

特 別 利 益

その他特別損失

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

過年度損益修正損

当 年 度 純 利 益

平成28年度大阪市水道事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

国 庫 補 助 金

雑 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

資 産 減 耗 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 費 用

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

営 業 利 益

その他営業収益

浄 水 送 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

経 常 利 益

雑 支 出

貸 倒 損 失

繰 延 勘 定 償 却

一般会計分担金
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道 事 業 剰 余 金 計 算 書

平成29年３月31日まで）

円 円 円 円 円 円 円

△ △

△ △

△

△

△ △

△ △

△

△

合 計
資本剰余金 利益剰余金

合 計

(当年度未処分利益剰余金)

(繰越利益剰余金)

建 設 改 良
積 立 金

減債積立金

利 益 剰 余 金
資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ　の　他
資本剰余金

未 処 分
利益剰余金

平 成 28 年 度 大 阪 市 水

（平成28年４月１日から

円 円 円 円 円 円

減 債 積 立 金
の 積 立

建設改良積立金
の 積 立

資 本 金 の 組 入

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

減 債 積 立 金
か ら の 組 入

当 年 度 純 利 益

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

建設改 良積 立金
か ら の 組 入

議会の議決による
処 分 額

国庫補助金

前 年 度 末 残 高

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産
評 価 額

一般会計
補 助 金

工事負担金 分 担 金
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道 事 業 剰 余 金 計 算 書

平成29年３月31日まで）

円 円 円 円 円 円 円

△ △

△ △

△

△

△ △

△ △

△

△

合 計
資本剰余金 利益剰余金

合 計

(当年度未処分利益剰余金)

(繰越利益剰余金)

建 設 改 良
積 立 金

減債積立金

利 益 剰 余 金
資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ　の　他
資本剰余金

未 処 分
利益剰余金
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円

円

△

△

△

△

△

△

△

△

円

投資その他の資産合計

平成28年度大阪市水道事業貸借対照表
（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

円

減価償却累計額

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

工具､器具及び備品

固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

無 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

出 資 金

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

共 同 溝 利 用 権

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

ハ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ロ

基 金

その他固定資産ヘ

破産更生債権等

そ の 他 投 資

円 円 円

処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

平成28年度大阪市水道事業剰余金処分計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

減 債 積 立 金 の 積 立

資 本 金 の 組 入

建設改良積立金の積立

(繰越利益剰余金) 

△

△

△

△
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円

円

△

△

△

△

△

△

△

△

円

投資その他の資産合計

平成28年度大阪市水道事業貸借対照表
（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

円

減価償却累計額

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

工具､器具及び備品

固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

無 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

出 資 金

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

共 同 溝 利 用 権

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

ハ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ロ

基 金

その他固定資産ヘ

破産更生債権等

そ の 他 投 資

円 円 円

処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

平成28年度大阪市水道事業剰余金処分計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

減 債 積 立 金 の 積 立

資 本 金 の 組 入

建設改良積立金の積立

(繰越利益剰余金) 

△

△

△

△
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円

円

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

ニ

ホ

ヘ

工 事 負 担 金

分 担 金

受贈財産評価額

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

イ
当年度未処分利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

ハ

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

国 庫 補 助 金

一般会計補助金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ

ロ

円

円

円

△

△

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

円

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

その他流動資産

前 払 金

貯 蔵 品

現 金 ・ 預 金

前 受 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

引 当 金

その他固定負債

繰 延 勘 定

企業債発行差金

固 定 負 債
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円

円

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

ニ

ホ

ヘ

工 事 負 担 金

分 担 金

受贈財産評価額

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

イ
当年度未処分利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

ハ

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

国 庫 補 助 金

一般会計補助金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ

ロ

円
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節 備         考

水道事業収益
円

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

受 託 工 事 収 益

給 水 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 使 用 料
徴収関係経費繰入

消火栓関係経費
負 担 金

その他営業収益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

貸 倒 引 当 金

市 町 村 交 付 金
引 当 金

雑 収 益

賃 貸 料

不用品売却収益

工業用水道事業
会計分担金繰入

メーター賠償金

過 料

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 金         額

　収       益
業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益

減価償却費

繰延勘定償却

有形固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） △

賞与引当金の増減額（△は減少） △

貸倒引当金の増減額（△は減少） △

修繕引当金の増減額（△は減少）

市町村交付金引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益） △

破産更生債権等の増減額（△は増加）

未収金の増減額（△は増加） △

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加） △

その他流動資産の増減額（△は増加） △

未払金の増減額（△は減少） △

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

その他 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

無形固定資産の取得による支出 △

その他固定資産の売却による収入

有価証券の償還による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

工事負担金による収入

基金からの繰入れによる収入

基金への繰出しによる支出 △

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

リース債務の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

平成 年度大阪市水道事業キャッシュ・フロー計算書
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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節 備         考

水道事業収益
円

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

受 託 工 事 収 益

給 水 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 使 用 料
徴収関係経費繰入

消火栓関係経費
負 担 金

その他営業収益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

貸 倒 引 当 金

市 町 村 交 付 金
引 当 金

雑 収 益

賃 貸 料

不用品売却収益

工業用水道事業
会計分担金繰入

メーター賠償金

過 料

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 金         額

　収       益
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節 備         考款 項 目 金         額

円

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

固定資産売却益

　　　     収　　　　　　益　　　　　　合　　　　　　計

 給配水設備等
 破損補償金
　　  9,589,200円
 その他
　　243,304,195円
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節 備　　　　　考

水道事業費用
円

営 業 費 用

浄 水 送 水 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

受 水 費

報 償 費

配 水 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

　費       用

金　　　　　額款 項 目



18 19

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

旅 費
円

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

修繕引当金繰入額

路 面 復 旧 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

給 水 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

賃 金

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

旅 費
円

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

修繕引当金繰入額

路 面 復 旧 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

給 水 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

賃 金

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

賃 借 料
円

修 繕 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

負 担 金

受 託 工 事 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

工 事 請 負 費

材 料 費

業 務 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

委 託 料
円

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

負 担 金

総 係 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

退 職 給 付 費

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

災 害 補 償 費

厚 生 費

（ 経 費 ）

賃 金

報 酬

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

工 事 請 負 費

保 険 料

負 担 金

公 課 費

研 修 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

補 償 金
円

会 議 費

厚 生 費

報 償 費

諸 謝 金

貸 倒 損 失

市 町 村 交 付 金
引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
その他固定資産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

有 形 固 定 資 産
除 却 費

たな卸資産減耗費

営 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

一般会計分担金

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

貸 倒 損 失

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

費 用 合 計
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円 円 円

－ 増　加　額 減　少　額
科目の振替 科目の振替

－ 投資その他の資産へ振替

－

－

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
東部水道センター 科目の振替
西部水道センター
南部水道センター
北部水道センター
科目の振替

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
配水管 科目の振替

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
巽配水場配水ポンプ回転 科目の振替
速度制御設備（改良）
柴島浄水場第1配水ポンプ
場低圧配電設備（改良）
量水器

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
科目の振替

増　加　額
リース資産の計上

－ 増　加　額 減　少　額
当年度執行額 本勘定へ振替

－ 無形固定資産から振替 建物
科目の振替 構築物

機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品

年 度 末
償 却 未 済高

減 価 償 却 累 計 額
備 考

固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

合 計

改 良 工 事

薬品注入設備

塩素滅菌設備

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

工 具 、 器 具
及 び 備 品

ポ ン プ 設 備

電 気 設 備

車 両 運 搬 具

その他機械装置

量 水 器

その他構築物

年度当初現在高 当年度増加額

施 設 建 物

事 務 所 建 物

減 価 償 却 累 計 額
当年度減少額 年度末現在高

土 地

構 築 物

機械及び装置

資 産 の 種 類

建 物

配 水 設 備

浄 水 設 備

導 水 設 備

取 水 設 備

そ の 他 用 地

施 設 用 地

事 務 所 用 地

そ の 他 建 物
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円 円 円

－ 増　加　額 減　少　額
科目の振替 科目の振替

－ 投資その他の資産へ振替

－

－

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
東部水道センター 科目の振替
西部水道センター
南部水道センター
北部水道センター
科目の振替

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
配水管 科目の振替

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
巽配水場配水ポンプ回転 科目の振替
速度制御設備（改良）
柴島浄水場第1配水ポンプ
場低圧配電設備（改良）
量水器

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
科目の振替

増　加　額
リース資産の計上

－ 増　加　額 減　少　額
当年度執行額 本勘定へ振替

－ 無形固定資産から振替 建物
科目の振替 構築物

機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品

年 度 末
償 却 未 済高

減 価 償 却 累 計 額
備 考
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(2)　無形固定資産

(3)　投資その他の資産

建 設 仮 勘 定

－

－

－△

－

－

円 円 円 円

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
当年度増加額

円

△△

－

－

減 価 償 却 累 計 額

円

△

ソ フ ト ウ ェ ア

共 同 溝 利 用 権

水 利 施 設 利 用 権

資 産 の 種 類

合 計

円円

当 年 度 増 加 額年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 減 少 額

年 度 当 初
現 在 高

そ の 他 固 定 資 産

合 計

資 産 の 種 類

投 資 有 価 証 券

出 資 金

基 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

土 地

建 物

そ の 他 投 資

円 円

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
当年度執行額 本勘定へ振替

有形固定資産へ振替
除　　　却

円 円

増　加　額 減　少　額
運用益の積立 事業所整備事業に充当

増　加　額 減　少　額
駐車場の敷金 庁舎の敷金返還金
リサイクル預託金 駐車場の敷金返還金

増　加　額 減　少　額
未収金から振替 入　　　金

不納欠損処分

増　加　額 △ 918,762 減　少　額 △ 1,879,078
引当金の計上 △ 918,762 不納欠損処分 △ 1,879,078

増　加　額 減　少　額
有形固定資産から振替 売　　　却

－

△－

－

－－

－

－

－

－

－

年　度　末
償却未済高

円 円円

－

－

－

－

円

当年度減少額 累 計

減 価 償 却 累 計 額

年 度 末 現 在 高

円

当年度減価償却高 備 考

備 考

－
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円 円

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
当年度執行額 本勘定へ振替

有形固定資産へ振替
除　　　却

円 円

増　加　額 減　少　額
運用益の積立 事業所整備事業に充当

増　加　額 減　少　額
駐車場の敷金 庁舎の敷金返還金
リサイクル預託金 駐車場の敷金返還金

増　加　額 減　少　額
未収金から振替 入　　　金

不納欠損処分

増　加　額 △ 918,762 減　少　額 △ 1,879,078
引当金の計上 △ 918,762 不納欠損処分 △ 1,879,078

増　加　額 減　少　額
有形固定資産から振替 売　　　却

－

△－

－

－－

－

－

－

－

－

年　度　末
償却未済高

円 円円

－

－

－

－

円

当年度減少額 累 計

減 価 償 却 累 計 額

年 度 末 現 在 高

円

当年度減価償却高 備 考

備 考

－
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

ル号 公債 （共済組合）

ワ号 〃 〃 （　 〃 　）

ワ号 〃 〃 （　 〃 　）

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回
〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度 第 回

〃 第 ９ 回

〃 第 ９ 回
〃

共同発行市場
公 募 地 方 債

公 募 地 方 債
平成 年度 第 ６ 回
公 募 公 債

共同発行市場
公 募 地 方 債

〃
〃

〃
公 募 公 債
平成 年度 第 ６ 回

〃
〃

平成 年度 第 ５ 回
公 募 公 債

共同発行市場

〃
〃

〃
公 募 地 方 債

〃

共同発行市場

〃
〃

〃
公 募 公 債
平成 年度 第 ９ 回

〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

公 募 地 方 債
〃

共同発行市場

〃
〃

〃
〃

〃 第 回

〃
公 募 地 方 債

〃
公 募 地 方 債
平成 年度 第 ７ 回

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃 〃
〃

公 募 地 方 債
〃

共同発行市場

〃 （　 〃 　）
〃

平成 年度 第 回

〃 （　 〃 　）
〃

平成 年度 第 回

〃 （　 〃 　）
〃

平成 年度 第 ９ 回

〃 〃 （　 〃 　）
〃

平成 年度 第 回

〃 （　 〃 　）
〃

平成９年度 第 回

〃 （　 〃 　）
〃

平成８年度 第 ９ 回

〃 （　 〃 　）

公 債
平成７年度 第 回

〃

〃 （　 〃 　）

備 考

証 券 発 行 債

平成３年度

平成４年度

平成５年度

平成６年度 第 回

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

昭和

平成

〃

〃
第 回 〃

第 回 〃

〃 〃
〃

第 回 〃
〃

〃

〃
第 回 〃

〃

〃

〃
〃

第 回 〃

〃 〃
〃

第 回 〃

第 回 〃
〃

〃 〃
〃

〃
第 回 〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
第 回 〃

〃

〃
第 回 〃

第 回 〃

〃
共同発行市場

公 募 地 方 債

〃
平成 年度 第 ４ 回
公 募 公 債

〃 第 ５ 回

公 募 公 債
共同発行市場

公 募 地 方 債
〃

〃

〃
第 回

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

財 務 省 借 入 金

第 回 〃

〃

〃
〃
〃

〃
平成 年度 第 ７ 回

公 募 地 方 債
平成 年度 第 ９ 回
公 募 公 債

共同発行市場
公 募 地 方 債

平成 年度 第 ８ 回
公 募 公 債

共同発行市場

〃

第 回 〃

〃

〃

〃
第 回 〃

〃

〃

〃
第 回

〃

〃
〃

第 回 〃
〃

〃 〃

〃 〃
〃

第 回

〃 〃

〃
第 回 〃

〃

〃
〃

第 回 〃
〃

〃
第 回 〃

第 回 財 務 省
財政融資資金借入金

〃
〃

第 回 〃

〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃

〃 〃
〃

〃
〃

第 回 〃

〃
〃

第 回 〃

〃 〃
〃

第 回 〃

〃

財政融資資金借入金
第 回 〃

第 回 財 務 省

第 回 〃

〃
〃 第 回

〃
〃 第 回

〃
平成 年度 第 ６ 回

〃

〃
〃 第 回

〃
〃

平成９年度 第 ７ 回
〃

〃 第 回
〃

〃 第 回
〃

〃
〃 第 回

〃
〃

〃

〃
平成７年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
平成６年度 第 ５ 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
〃 第 回

〃

〃
〃

〃 第 回

金 融 機 構 借 入 金

〃
〃 第 回

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃

平成５年度 第 ７ 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃 第 ８ 回

〃 〃

〃 〃

〃
〃

平成８年度 第 ６ 回
〃

〃

〃
〃 第 回

〃

〃
〃

第 回

〃
第 回 〃

地 方 公 共 団 体

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃

〃
平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

平成 年度 第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃 第 回
〃 〃 〃

〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃
〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ８ 回

〃
〃 第 ９ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃
〃 第 ４ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 ５ 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃
〃 第 ４ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

平成 年度 第 ７ 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃
〃

平成 年度 第 １ 回
〃

〃 第 ８ 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 ９ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃

〃
平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

平成 年度 第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃 第 回
〃 〃 〃

〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃
〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ８ 回

〃
〃 第 ９ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃
〃 第 ４ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 ５ 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃
〃 第 ４ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

平成 年度 第 ７ 回
〃

〃 第 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃 〃
〃

平成 年度 第 回
〃

〃 第 回
〃 〃

〃
〃 第 回

〃 〃
〃

平成 年度 第 １ 回
〃

〃 第 ８ 回
〃 〃 〃

〃
〃 第 ９ 回

〃 〃 〃
〃

〃 第 回
〃 〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

 計

平成 年度 第 ３ 回

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃 〃
〃

〃 第 ７ 回
〃

〃
平成 年度 第 ５ 回

〃

〃
平成 年度 第 １ 回

〃 〃
〃

〃 第 ８ 回
〃

〃 第 ９ 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ３ 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ２ 回
〃

〃
平成 年度 第 １ 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ９ 回
〃

〃 〃
〃

平成 年度 第 １ 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃 〃
〃

〃 第 ２ 回
〃



当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

 計

平成 年度 第 ３ 回

〃
平成 年度 第 ３ 回

〃 〃
〃

〃 第 ７ 回
〃

〃
平成 年度 第 ５ 回

〃

〃
平成 年度 第 １ 回

〃 〃
〃

〃 第 ８ 回
〃

〃 第 ９ 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ３ 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ２ 回
〃

〃
平成 年度 第 １ 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃 〃
〃

〃 第 ９ 回
〃

〃 〃
〃

平成 年度 第 １ 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃 〃
〃

〃 第 ２ 回
〃
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 道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円
 うち仮払消費税
 及び地方消費税

円

る繰越額　　　

地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

による繰越額

決　　　算　　　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

予 算 額

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

平　成　28　年　度　大　阪　市　水 

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注)　営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

予 備 費 △

特 別 損 失

水 道 事 業 費 用

営 業 外 費 用

営 業 費 用 △

営 業 収 益

区                   分
地方公営企業法第

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 24条第３項の規定

による支出額

特 別 利 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 収 益

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

出額に係る財源充当額

予 算 額
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 道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円
 うち仮払消費税
 及び地方消費税

円

る繰越額　　　

地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

による繰越額

決　　　算　　　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

予 算 額

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額



34 35

円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

(注)　資本的収入額 1,952,758,319円が資本的支出額 35,207,132,417円に対し不足する額 33,254,374,098円は、　　消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,535,235,395円、減債積立金 12,201,327,202円、建設改良積立金

合　　　計
備　　  　考

繰越額

△

△

△

△

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
継続費 地方公営企業法 継続費

逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次

繰越額 よる繰越額

△

予 算 額

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△

(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第６項

第７項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注)　資本的収入額 1,952,758,319円が資本的支出額 35,207,132,417円に対し不足する額 33,254,374,098円は、　　消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,535,235,395円、減債積立金 12,201,327,202円、建設改良積立金

    2,300,000,000円及び損益勘定留保資金 17,217,811,501円で補てんした。

雑 支 出

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

繰 替 金

償 還 金

よる繰越額

工 事 負 担 金

分 担 金

固定資産売却代金

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

企 業 債

雑 収 入

繰 入 金

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

資 本 的 収 入

補 助 金
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円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

(注)　資本的収入額 1,952,758,319円が資本的支出額 35,207,132,417円に対し不足する額 33,254,374,098円は、　　消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,535,235,395円、減債積立金 12,201,327,202円、建設改良積立金

合　　　計
備　　  　考

繰越額

△

△

△

△

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
継続費 地方公営企業法 継続費

逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次

繰越額 よる繰越額

△

予 算 額

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△
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会計書類に関する注記

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

出資金及び基金の評価基準及び評価方法

その他有価証券、出資金及び基金
移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品
移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

減価償却の方法
主として定額法、機械及び装置については定率法（但し、取替資産については取替法）

主な耐用年数
建物 17～50年
構築物 10～60年
機械及び装置 ６～20年
車両運搬具 ４～５年
工具、器具及び備品 ５～20年

無形固定資産

減価償却の方法
定額法

主な耐用年数
共同溝利用権 42年
ソフトウェア ５年

リース資産

減価償却の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

その他固定資産

有形固定資産（リース資産を除く）の例によっている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

ている。

賞与引当金

負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。
職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し
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会計書類に関する注記

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

出資金及び基金の評価基準及び評価方法

その他有価証券、出資金及び基金
移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品
移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

減価償却の方法
主として定額法、機械及び装置については定率法（但し、取替資産については取替法）

主な耐用年数
建物 17～50年
構築物 10～60年
機械及び装置 ６～20年
車両運搬具 ４～５年
工具、器具及び備品 ５～20年

無形固定資産

減価償却の方法
定額法

主な耐用年数
共同溝利用権 42年
ソフトウェア ５年

リース資産

減価償却の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

その他固定資産

有形固定資産（リース資産を除く）の例によっている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

ている。

賞与引当金

負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。
職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

貸倒引当金

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

能見込額とみなして算出している。

修繕引当金
翌年度実施する修繕に係る支出に備えるため、その支出見積額を計上している。

市町村交付金引当金

ている。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

キャッシュ・フロー計算書

重要な非資金取引

である。

リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

会計処理によっている。

会計処理によっている。

リース資産に係る経過措置

係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

円
円
円

その他

退職給付引当金の取崩し

を使用した。

長期継続契約に係るリース債務

第234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

円
円
円

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ 円

なお、貸倒実績率については、不納欠損処理していない債権のうち、３年経過した債権を回収不

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

国有資産等所在市町村交付金の支出に備えるため、当年度末における交付金支出見込額を計上し

短期リース債務
長期リース債務

計

当年度において、退職手当として 円を支給するため、退職給付引当金 円

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

１年内
１年超

計

リース取引開始日が平成 年３月 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に




